
２ 令和８年度国民健康保険税率の改定案

医療分 所得割 均等割 平等割

標準保険料率 6.35 28,159 18,282

現行税率 6.70 29,000 22,500

改定案 6.14 28,000 18,000

１ 坂井市国民健康保険税の改定方針

（1）子ども・子育て支援金制度の創設に伴い、支援納付金として所得割・均等割・平等割の
３方式にて賦課する。

（2）県が示す標準保険料率を参考に応能応益割合50：50を基準とし、適切な保険税率を検討する。
（3）国民健康保険事業基金を活用し不足額を補う。

④令和８年度国民健康保険税の税率改定について（基本方針）

後期支援分 所得割 均等割 平等割

標準保険料率 2.68 11,870 7,706

現行税率 1.95 8,300 6,500

改定案 2.60 12,000 7,000

介護分 所得割 均等割 平等割

標準保険料率 2.01 10,678 5,180

現行税率 1.85 10,800 5,500

改定案 2.00 11,000 5,000

子ども支援分 所得割 均等割 平等割

標準保険料率 0.14 610 395

現行税率 ― ― ―

改定案 0.14 600 400

３ １人当たり及び１世帯当たり年間保険税額

１人当たり年間保険税額 113,359円（2,578円増）１世帯当たり年間保険税額 162,597円（3,698円増）
※令和7年度国民健康保険税の賦課のもととなる令和6年度中の所得をベースに試算
1世帯当たり年間平均所得 1,450,593円

※標準保険料率とは、市町が事業費納付金を確保するために必要となる国保税率を県が統一の
ルールに基づき算定し市町に提示するもの



医療分 後期高齢者支援分 介護納付金分 子ども・子育て支援分 計

所得割 ６.１４％ ２.６０％ ２.００％ ０.１４％ １０.８８％

均等割 ２８,０００円 １２,０００円 １１,０００円 ６００円 ５１,６００円

平等割 １８,０００円 ７,０００円 ５,０００円 ４００円 ３０,４００円

令和８年度保険税率（案）①

⑤令和８年度坂井市国民健康保険税率（案）との比較

令和７年度保険税率②

差引（①-②）

医療分 後期高齢者支援分 介護納付金分 子ども・子育て支援分 計

所得割 ６.７０％ １.９５％ １.８５％ ― １０.５０％

均等割 ２９,０００円 ８,３００円 １０,８００円 ― ４８,１００円

平等割 ２２,５００円 ６,５００円 ５,５００円 ― ３４,５００円

医療分 後期高齢者支援分 介護納付金分 子ども・子育て支援分 計

所得割 △０.５６％ ０.６５％ ０.１５％ ０.１４％ ０.３８％

均等割 △１,０００円 ３,７００円 ２００円 ６００円 ３,５００円

平等割 △４,５００円 ５００円 △５００円 ４００円 △４,１００円



医療分
後期高齢者
支援分

介護納付金分
子ども・子育て
支援分

計

令和8年度① １３,８００円 ５,７００円 ― ３００円 １９,８００円

令和7年度② １５,４００円 ４,４００円 ― ― １９,８００円

差引（①-②） △１,６００円 １,３００円 ― ３００円 ０円

【ケースA】年金収入で単身世帯
年齢70歳、収入150万円（所得40万円）、7割軽減

⑥被保険者の年間税額（モデルケース）

【ケースB】給与収入で単身世帯
年齢45歳、収入350万円（所得237万円）

医療分
後期高齢者
支援分

介護納付金分
子ども・子育て

支援分
計

令和8年度① １６５,１００円 ６９,４００円 ５４,８００円 ３,７００円 ２９３,０００円

令和7年度② １８１,４００円 ５２,６００円 ５２,１００円 ― ２８６,１００円

差引（①-②） △１６,３００円 １６,８００円 ２,７００円 ３,７００円 ６,９００円

【ケースC】年金収入で夫婦世帯
夫：年齢72歳、収入240万円（所得130万円）、2割軽減
妻：年齢68歳、収入80万円（所得0円）

医療分
後期高齢者
支援分

介護納付金分
子ども・子育て

支援分
計

令和8年度① １１２,６００円 ４７,４００円 ― ２,４００円 １６２,４００円

令和7年度② １２２,６００円 ３５,４００円 ― ― １５８,０００円

差引（①-②） △１０,０００円 １２,０００円 ― ２,４００円 ４,４００円



医療分
後期高齢者
支援分

介護納付金分
子ども・子育て

支援分
計

令和8年度① ２４５,０００円 １０３,５００円 ７３,６００円 ４,８００円 ４２６,９００円

令和7年度② ２６５,６００円 ７６,８００円 ５９,４００円 ― ４０１,８００円

差引（①-②） △２０,６００円 ２６,７００円 １４,２００円 ４,８００円 ２５,１００円

【ケースD】給与収入で3人世帯
夫：年齢45歳、収入400万円（所得276万円）
妻：年齢42歳、収入90万円（所得35万円）
子ども：年齢10歳

【ケースE】自営業で4人世帯
夫：年齢40歳、営業収入500万円（所得230万円）、2割軽減
妻：年齢36歳、収入0円
子ども：年齢8歳、5歳

医療分
後期高齢者
支援分

介護納付金分
子ども・子育て

支援分
計

令和8年度① ２０７,６００円 ８７,８００円 ５０,２００円 ４,２００円 ３４９,８００円

令和7年度② ２２４,４００円 ６４,９００円 ４７,６００円 ― ３３６,９００円

差引（①-②） △１６,８００円 ２２,９００円 ２,６００円 ４,２００円 １２,９００円



⑧当協議会における申し送り事項

①標準保険料率の統一に向けた対応
・令和12年度から県下全市町で標準保険料率を統一する目標
・現状、本市の税率が標準保険料率より低いため、引上げが必要
・急激な負担増を避けるため、基金の活用を検討

③税率改定に伴う広報・説明の徹底
・被保険者の理解を得るため、広報や窓口対応で十分な説明を行う

②財政運営の厳しさへの対応
・団塊世代の後期高齢者化や社会保険適用拡大により、被保険者が減少
・後期高齢者支援分の負担が増加し、財政運営が厳しくなる見込み
・保険税収入確保のため収納率向上と医療費適正化の推進が必要

④制度の持続可能性確保に向けた国・県への要望
・国民健康保険は国民皆保険制度の最後の砦
・持続的・安定的運営のため、国庫負担の拡大と制度の抜本的見直し
を国・県に求める
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